
各種証明書を申請できる方 
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併により

納税義務

を承継し

た者 

借地人，

借家人等 

市
県
民
税 

① 所得証明（所得内訳，税額） 
市民税・県民税の課税の根拠となった

所得金額等について証明するもの 
資金借入，扶養手続，保証人，各種年

金申請など 
○ ○ － ○ － ○ － ○ － ○ △ － × 

② 課税証明（所得証明＋控除内

訳） 

前年（１月１日～１２月３１日）の所

得や所得控除等から算出された市民

税・県民税の課税額を証明するもの 

公営住宅入居申込・家賃算定，奨学金・授業料

減免等の申請，幼稚園・保育園等の届出，国民

年金免除申請，児童扶養手当申請，入国管理局

（ビザの更新など）提出 など 

○ ○ － ○ × ○ － ○ － ○ △ － × 

③ 児童手当用証明 
児童手当法施行規則第１条の４第２項第

８項に規定する事項を証明するもの 
児童手当の申請・現況届け（転出者・

公務員） 
○ ○ － ○ × ○ － ○ － ○ △ － × 

納
税
証
明 

④ 車検用納税証明 

軽自動車（二輪を除く）および二輪の小型自動車

について，継続車検を申請する場合に当該車両の

軽自動車税に滞納がない旨の書面の提示が義務付

けられていることから，これを証明するもの 

軽自動車（軽四輪，自動二輪）の車検 
○ 

(※1) 
○ 

(※1) 
○ 

(※1) 
○ 

(※1) × ○ 
(※1) × ○ 

(※1) － ○ 
(※1) 

△ 
(※1) － × 

⑤ 市税完納証明 
証明書発行日現在において納税義務者

に市税（延滞金を含む）の滞納がない

ことを証明するもの 

資金借入，市の制度融資，市の補助金

申請，市営住宅入居申込，市の指名入

札参加申請など 
○ ○ ○ ○ × ○ × ○ － ○ △ － × 

⑥ 納税証明 
納税証明関係の中では通常使用される証

明書であり，年度ごとに証明するもの 
資金借入，各種保証人，指名入札参加申請，

永住許可申請，入国管理局（ビザ更新）提出

など 
○ ○ ○ ○ × ○ × ○ 

(※2) 
○ 

(※2) ○ △ ○ × 

固
定
資
産
税 

⑦ 
登録事項証明 

評価証明（評価額記載） 

一般的な固定資産の証明書であり，登

録事項証明書の記載事項に加え，評価

額について証明するもの 

金融機関（融資），法務局（所有権移転登記），

税務署（相続税，贈与税申告），公証役場（遺言

状作成），農業委員会（農地転用許可申請）など 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

(※3) ○ ○ ○ △ ○ × 

⑧ 
登録事項証明 

課税標準額証明（公課証明） 
（評価額記載，税額記載） 

評価証明書の記載事項に加え課税標準

額，税相当額を付記したもの 
税務署（確定申告），地代・家賃の算定

資料，不動産売買（税負担算定），物件

個々の税額確認など 
○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ 

(※3) 

⑨ 
登録事項証明 

登録事項証明 
（評価額記載なし，税額記載なし） 

当該物件の表示を主とし，納税義務者

の住所，氏名を表示するもの 
防衛施設関係補助金申請，都市計画法

適用除外の申請，建物表示登記の申請

など 
○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ × 

⑩ 償却資産登録事項証明 
固定資産税の賦課対象である償却資産に

つき，各種の登録事項を証明するもの 
 

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ × 

⑪ 課税台帳無登録証明（無資

産証明） 

賦課期日現在，宇都宮市内に土地・家

屋・償却資産を有していない個人（法

人）に対して交付するもの 

 
○ ○ ○ ○ × － － ○ ○ ○ △ ○ × 

⑫ 住宅用家屋証明 
住宅用家屋を法務局に登記する際の登録免許税軽減の

ための証明書。なお，軽減の適用は，当該家屋の建築

または取得後１年以内に登記する場合に限る。 

 
○ ○ － ○ － － 

(※4) － － － － 
(※5) 

－ 
(※5) － － 

⑬ その他（      ）                

営
業 

証
明 

⑭ 法人所在地（営業）証明 
法人について，その所在地および名称

を証明するもの 
車庫証明，車両登録，同業者組合の設

立申請，社会保険加入など 
－ － ○ 

(※6) 
○ 

(※6) － － － － － － － － － 

⑮ 個人営業証明 
個人事業主について，その所在地およ

び名称，営業内容を証明するもの 
 

○ ○ － ○ × － － ○ － ○ △ － － 

（※１）車検証のコピーの添付が必要です。 
（※２）管理の対象の税目に限ります。 
（※３）納税義務者欄非表示 
（※４）証明の対象者が死亡している状態での申請は想定していません。 
（※５）成年後見人，保佐人，補助人は申請者になり得ますが，「納税義務者の代理人（税

理士以外）」の位置付けでの申請（委任状不要）として対応します。 
（※６）委任状は不要，申請者の本人確認は必要。申請書に記載した法人所在地・名称

と課税台帳上の法人所在地・名称が一致しない場合は交付不可です。 

申請時に必要な主な書類（詳細は職

員にお問い合わせください。） 

※ 右の他に，申請者の本人確認書類が必

要となります。 

 市外在住

の場合，委

任状，又は

申請日時

点の世帯

全員分の

続柄入り

の住民票 

法人登録

員の押印

がある委

任状，又は

交付申請

書への法

人登録印

の押印 

委任状 税務代理

権限証書

（相続税

に係るも

の） 

戸籍謄本，

戸籍抄本，

除籍謄本 
認証文付

き法定相

続情報一

覧図の写

し 等 
 

登記事項

証明書 
 裁判所等

からの選

任を証す

る書面， 
商業の登

記事項証

明書， 
資格証明

書 

裁判所等

からの選

任を証す

る書面， 
登記事項

証明書（概

ね３か月

以内） 

裁判所等

からの選

任を証す

る書面， 
登記事項

証明書（概

ね３か月

以内） 

商業の登

記事項証

明書， 
法人市民

税課税台

帳 

賃貸借契

約書 
（一定の

場合，地主

と不動産

会社との

賃貸借契

約書も必

要） 

－ … 想定されない 
× … 交付不可 

 

→ 宇都宮市「市税に関する証明・

閲覧」のホームページへ 

別紙５ 


